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再生可能エネルギーとは? ●憾議競
■ 「再生可能エネルギー源」とは、「太陽光、風力その他非イじ石エネルギー源のうち、

エネルギー源として永続的に利用することができると認められるもの」。

■ 具体的には、「太陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、大気中の熱その他の自然界に存
する熱、ノヽイオマス」などをさす。
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再生可能エネルギーの発電規模イメージ

にkW(※住宅六日光発電の平均設備容量)

=メガソーラーの1/25000"

20M(※ 1小水力発電)

=メガt/-01/5000H●

窟 ″ 臓 撃 省
中椰経済産業局

単位―

lMW=1000kW
lGW=1000MW=100mW

・住宅六隅光発電の平均設備喜量=4kW
・家中川小水力市民発電所=20kW
・一般的な風車1轟の設備喜量=為∞麒W・2Mlr

・堺六隅光発電所=lQ∞OkW820MW
・黒部川第4水力発電所=335,000kWE335Mlr
・川崎火力発電所1号機=望島∞峡W■∞剛

200N (=硼
=メガソーラーの1/5のH●

※2011.Oat、 日本最大のメガソー

33.5EkW
=メガン→

"‐

33.6●分

一̈］
:20M

4kW lJ00口中引け 2MW
1万kW
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RPS制度の導入と再生可能エネルギー電力供給置の推移
麿 ″ 店 撃 ″
ψ諄経済産業局

■2003年に、電力会社に一定量の再生可能エネルギーの活用を義務づけるRPS制度を導
入。その後、再生可能エネルギーによる電力供給量は倍増している。
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※本データ:詢じS法の口定を受けた臓●からの■力供綸量を示したもの.RPS法歯行前の電力量、RPS法の電定を受けていない投●から発■された電カ
S法のB定を受けたE●から発電され、自
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畜 ″ 産 業 省
ψ郎経済産業局日本の電源構成

我が国の年間発電電力量の構成(2010年度) 現在の発電コストの比較例
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(注 )「再生可能エネルギ‐●Jの「等』には、■棄枷エネルギー回収、廃棄物燃料製品、廃熱利用熱供給、産業藤気回収、産業電力回収が含まれる.
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■ 2010年 度の発電電力量のうち、水力発電を除<狭機の再生可能エネルギーは約 1%。
■ コス ト高が課題。その普及には、市場原理を補う仕組みが必要。
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■ 我が国太陽光発電市場は、住宅用の占めるシェアが8割と住宅用に特化して発達.対す

る欧米の住宅用シェアは2割前後.

■ メガソーラーの本格的導入拡大に加え、日本の特徴である住宅屋根の利用拡大も鍵。

太陽光発電の設置形態に関する国際比較 (201(yっ

僣 ″ 産 膚 ″
ψ醸経済主集局

く出典)EAや各目彙昇団体等の資料をもとに資源総合システムロベ

(注 )。上ログラフは出カベースで比較.

・上ログ
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作成に当たつては、住宅用については主として住宅のE颯に腱置する小触饉おもの.井住宅月については主として工場や由
菫LEOE組等に鳳置する中銀旧陸もの。■力事業については主として地上に臓置する大親槙なもの◆独立菫については荼崚に機崚レ
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太陽光発電全般 導入量の国際比較
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麿 ″ 産 業 夕
中部経済産業局

■ 日本の太陽光発電の導入量は、世界第3位 (2010年 時点)。

■ ドイツ、スペインが急速に伸びているほか、米国の導入量も急拡大中。
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余剰買取制度の導入と太陽光発電の導入■の推移
畜 ″ 産 業 夕
ψ部経済産業局

■ 2009年には、住宅用太陽光の分野が、余剰買取制度導入によリー足先に固定価格による
調達に移行.その結果、制度導入前の2008年で累計約214万kW(約50万世帯)だつた
太陽光発電の導入量が、施行後3年間で491万 kW(100万世帯超)へと倍贈。

= =住宅用六■光発電導入量(累積) Eコ 非住宅用六疇光発電導入量(累積) 六日光発電合計(累積)
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住宅用太陽光 : 6月までの支援スキーム
書 ″ 店 君 夕
申郎経済産業局

■ 平成21年 1月より、5年間の約束で、住宅用太陽光発電システムヘの補助を開始。補

助金額と対象上限金額は、徐々に引き下げ。

■ 平成21年 11月には、余剰電力買取制度を導入.政府が決める価格で自家消費分をの

ぞく余剰電力の買取を電力会社に義務づけ。

■ 平成24年7月以降、固定価格買取制度を導入。

0補助金制度の対彙
①出力:10kW4満であること
②変換効率が一定以上のもの
③一定の品質・性能が一定期間確保されているもの

O余剰電力買取制度の骨格
①太陽光発電で作られた電力のうち、余剰分が対象
②政府が決めた価格で10年間買い取り。
③価格は、住宅用と非住宅用で別途設定。

(注 )平成24年度の補助額は、システ (ア))、 65万
円/kV7以下のものには3.0万円/kV7と設定される(表中(イ ))。

年菫 早咸204E 平成21年晨 平

…

平成23年度 平成2待魔

住宅
(10kW4満 ) 籠中

7万円′kW
(70万円/kW)

7万円/kW
(70万円/kWl

7万円/kW
く65万円/nめ ¨̈

４
．
“

くア)3.6万円/kW
(47.5万円/km
くイ)3.0万円/kW

(55万円/kD

口取●格 48円/kWh 48円/kWh 42円 /kWh 42円/km

■e宅
(10kW以上
～500kW4

満)

買取価格 24円/kWh 24円ノkWh 40円 /kWh 40円/kWh

住宅用太陽光 : 電力買取に関するモデル・ケース
麿 ″ 店 栞 雀
中椰経済産業局

■ 4kWの 太陽光発電 (現状約200万円程度)を設置した標準的なご家庭の場合、

太陽光パネルが作つた電気をご自身のご家庭で利用することで、月々の電気料金は

約7000円 から約3660円 程度に低下。

■ 加えて、発電した電気の余剰分を売ることで、9000日 程度の収入あり。

―

電気の使用量 :300kWh
電気料金 :ス輌 円

電気の使用量 :1

電気料金 :3600H
(うち日諄金 :80円 )

売電収入 :9αЮ円

-3の Elm
メーター メーター

自首

… “

をまか
なつている分、電気使用量・
電気代rnUます。

自宅で使う量を上回る発電
をした場合、買取unt売
電できます.

麟諫金は、― をEEL
ている・し■いないに口わら
ず電気の使用量醸 てご
負担L嗜盤清ます。

〈



住宅用太陽光 : 一戸建ての導入ポテンシャル
麿 ″ 店 粛 夕
申郎経済産業局

■ 我が国の足下の導入置は90万戸程度。2020年代のできるだけ早い時期に1,000万戸
の導入を達成するためには、毎年度90万戸程度の導入が必要.

■ 一般の御家庭でも比較的導入がしやすい「屋根賞し」制度の導入等の工夫が必要か。

我が国の一戸建て総数:約2700万戸

導入済

太陽光発電の

導入可能な一戸建
約1200万戸

昭和55年以前の耐震
基準しか満たしていない

約1200万戸

空童    約150万戸

■組の僣状より霊置不可  釣160万戸

日本全国に約2,700万戸ある1戸菫てのうち、約1200万Fは昭和55年以前の耐震基準である

ため、重い太陽光パネルを腱根に設置することが困難であると仮定。また、150万Fは空童である

ため大隅光パネルが段量されないものと仮定。150万Fは量根の形状 (例えば急な角度の屋根 )

により設置困難であると仮定。こうした仮定の下で推計すると、日本全国で大隅光パネルを設置可

能な―F建ては約1200万戸。そのうち、現時点で90万戸に導入済み.

(出奥)平成22年度新エネルギ‐等導入促逸薔礎調査事業く太陽光発電及び太陽繊利用の導入可能量に目する日奎
(■託先:みずほ情報総研)>より資源エネルギ=庁作成 13

麿 ″ 産 業 雀
中部経済産業局

■

　

■

地域における導入事例としては、市民フアンド等が行う発電設備の設置の取組例あり。

新たなビジネスモデルを構築を通じ、更に外部資金を導入し、再生可能エネルギーの導
入を加速を図るのも、大事な選択肢か。地域金融等の活性化も。

く南E州おひさまフアント>

設置場所 :保青園などの/AN共施設や事業所等の民間施設
(長野県飯田市)

設置者 :市民、おひさま避歩エネルギー株式会社
設備容量 :5～ 20kWX162か 所
稼働日 :20044度より開la

主に個人の方からの出資を募集し、
国の補助金と併せて事業費に活用する仕組みで行っています.

>全国の市民や法人から一日10万円か50万円で出資を集め、
「おひさま進歩エネルギーJがパネルを一括購入.

>同社が家屋や保青日、介饉施設等に太闘光発電を設置 。管理。
>利用者は、同社に9年間にわたリサービス料を支払しヽ
>10年 目にバネルは利用者に日腹されサービス料不用に.

>飯田僣金も融資を通じて支援.

a(9a@ a@a@ a@



住宅用太陽光 : 取組例②
麿 ″ 産 業 省
中部経済産業局

■ 群馬県太田市では、太陽光発電が普及する過程で、特定のエリアに集中して太陽光が導
入された場合に起こりうる、系統への影響等を明らかに臥 その対策の技術開発を進め
ることを目的 (※)と した実証を実施.

く世界最大規模の住宅用太陽光発電システム>

設置場所 :群馬県太田城西町 (パルタウン 城西の社)

設備書■ :2129kW(部 戸)

稼働日 :2X4年度より開始 (※)「KDOによる凛中連系型太屁発電システム実証研究」

夢業地区である城西町は、777戸のうち臨 戸に太闘光がむ入されており、世界最大規模の太陽光導入エリアです.

囲内外から多くの方々が視察や取材に訪れています.

住宅用太陽光 取組例③

くパークシティ柏の葉キャンパス>

設置場所 :干葉県柏市
設置者 :三井不動産レジデンシャル
設備書量 :20kW
稼働日 :2010年 9月、2011年 7月

同社では、すでに5件で太― 電を導入しているマンシヨン
があるほか、今後も13件程度の導入を予定している。

磨″産業

`中疇継湊産業局

■ 管理組合での合意の難しさ、補助金の適用可否の判断の難しさなどから、集合住宅等
への設置は、相対的に遅れている分野.

■ 最近では、新築を中心に、パネルを設置する動きも加速.



住宅用太陽光 : マンションヘの導入方法
書 ″ 店 撃 雀
ψ部経済産業局

方式 1:各世帯毎に配線し、
各世帯毎に売電契約する場合

方式2:管理組合で其用部分に使用し、

組合が一括して売電契約する場合

●余剰買取の対象

●補助金の交付あり (●●kW以下)

●配線が複雑。発電畳が少ない。

●全量買取の対象
(法人格なき管理組合も対象)

●補助金の交付なし (●●kW以上)

●配線は単純。まとまつた発電■。合意が困難.

※)『建物の区分所有等に関する法律J第 17条によれば、共用部分の変更は、原則、区分所有者及び議決権の各3/4
の多数による饉決卜泌要となっている。                                17

■ マンションヘの太陽光発電の設置方式は、各世帯に供給する方式と共用部分に供給する方
式の2種類あり。

となるが、補助金は非対象。

メガソーラー 現状
″ ″ 産 業 夕
ψ部経済産業局

<日 欧の太陽光発電のシステム価格の比較>

100kWシステムの一括導入例
0太陽電池モジュールは、日本に比べ3割程度低い
。架台・ケープル・工事費用は、日本の水準の約4割

tS2%     ・パワコン・接続箱は、約5割の水準

Germany

■その他

■設計費

12.196 饉′`ワコン(撻嘲聰臼帥む)

,架台・7-7ル・工事費
27。

“
 .太 鵬電池→ ュール

51J鵬

`

全国に80箇所程度存在。補助金の存在を前提とした、CSRや実証ものが多<、

今は、事業化段階への端境期。まだまだコストが高<、 40～50万円/kW台が多
い (海外では30万円を切る例も).
中国等の参入により、世界的にパネルコストが急落。ノ1ネリレ産業のスマイルカープ
化が急速に進展。架台設置や補機類のコスト、インテグレーターの能力などが国際
競争力上は重要なフ77クターに。

Japan
18



現在稼働中の大規模太陽光発電所 (MAP)

■電力会社によるもの  
―

■民国企彙年によるもの
一

各社公■情報に薔づき資菫エネルギ=庁作成
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富針よ訂付電
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窟″店■ タ
中部経済産業局

NDOn肉■日,イト

有
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LDC●くE80nPO―  (階ム)3.Om「

ホ

「

静水場(表●晨中央水道

`薔
所)lM17

ロジポー‖

“

ラサールインペストメント)1.61暉V(―椰穂■)

輌菫浄ネ場(菫拿●ネ菫局)1.2MW

=郷
浄水場〈申

=●
凛●●)1.lMW

菫村山浄水喘(童凛●ネ菫■)1 2MW
詢口六日発発電(=弁●虫・稟章電力)2MW
羽日

=潜
夕‐ ナルビル(日本nビ ルデイング)1.2MW

澤口六日彙覺電斎(車京電力)7MW

■■六日洗働電

'(菫

京電力)"四呼

プロロジ″ く■夕●H:〈 プロロジ対 lMW

米倉山六日尭発電所(HH■力)10n7

NEDOtuEntr卜 (NDO)2MW

n′」,■ 夕″ C‐ψ 《leTT.F)2MW(―mm)

東京エレクトロン山颯(車拿エレクトロン)2MW   19

富古島お ヽ

―
― ●
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薇 ●●n― ●
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p_バ _ク

メガソーラー 取組例

設置場所 :大阪府堺市
設置者 :堺市と関西電力の共同事業
設備書■ :10,000kW
稼働日 :2011年 9月 7日

大阪海岸の約21万耐の広大な土地に、近隣のシャー

プ堺工場で生産した薄膜型太闘置池約7万 4・000枚がな
らべられています.

年間の発電
=は

、約19 100万 kWhを想定しており、
一般家庭約3,000世 帯分の電力に相当します.

F″ 産 ■ 省
ψ離経済産業局

産業廃棄物処理場の跡地を活用し、日本で最大級のメガソーラーを建設した事例.

こうした処理場の跡地や、未利用の工場団地、その他未活用の土地にとつて、メガソー

ラーは、安定的な運用収益源となるポテンシャリレが高い。



太陽光電池の生産量
F″ 店 撃 省
中部経済産業局

■ 2010年 の日本の生産量は世界の約 10分の1(10.5%)。
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(資料)太陽光発電協会

【六日光発電システムの用途】

なお、上国の企彙用生壼量のグラフについては、米国の動離Solarは米国内での生産量とドイツエ場とマレーシア
エ場の生産量の合計値を米目の生産量としてカウントしている.

同様に、ドイツのo■ 8は、マレーシアエ場での生産量をドイツの生産量としてカウントし、また同じくドイツの
SolarWddにおいても,米国工場での生産量をドイツの生産量としてカウントしている。
また。ノルウエーのRECSmC● llについては、シンガポール●REC SolarO生 壼量をノルウェーの生産量としてカウ
ントしている。

出典 :PVNews.2011.5及JPVNews.2011.7を もとにMETIで作成



参留窮競

:Ttt「 子象鱚象薦導

拳奪・曇幸拳
みんなで育てる

再生可能エネルギー

風力全般 : 風力の占めるウエートに関する国際比較 機霧醗嘉
■ 再生可能エネルギー比率の高い国は、風力発電の比率が高<、 半分程度.

■ 我が国が再生可能エネルギーの比率を高めるためには、スケールメリットの働きや
すい風力導入拡大の真剣な検討が必要。

各国の再生可能エネルギーの導入構成比 (2009年 )

27.796

(   ドイツ スペイン        デンマータ

2
出典::EA Energv Ba鮨 nce 20■ 1よリエネルギー経済研究所作成



■ 日本の累積導入量は世界12位 (2010年 時点).
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2010年末世界の風力導入量(MW)

5f75質 05響44翌93質23習 22,3042,2372′
1631,8801′4281,329

風力全般 : 導入量の国際比較
藉 ″ 店 撃 夕
中離経済産業局

水力発電全体の動向
窟 ″ 産 業 夕
ψ部経済産業局

■ 水力発電は、現在我が国の電源構成の約8%を担う。近年は設備容置全体は伸び悩
み。調整電源としては活躍。結果的に発電電力量は横ばい傾向。

日 設備の償却年数が長く古い設備も多いが、近年、30年以上を経て、設備の更新を
行い、最新式の設備に入れ替える例も。

■ 流れ込み式水力はベース供給力、揚水式水力等はピーク供給力に、それぞれ活用.

日本の水力発電の設備容量および発電電力量の推移
(万W) 〈億kWh)
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中小水力発電のポテンシャル (1)
F″ 産 業 ″
ψ障経済産業局

■ 河川における中小水力発電の開発余地は3万 kW以下の開発余地が大きい。ただし、開
発地点の奥地化、出力の小規模化、高コスト構造が課題.

水力の河川における出力別分布(地点数別)

500              0                      0              500 1500

1

■000～ 3●醜 W

日既開発

■工事中

3,oo～ L000kW

5,00C卜 10:00oLW

10,000～ 3ι∞僚W

30,000～ 5ι0001W

5o,oOo～ lC町0001W

日未開発

too.ooorwDll I ^it

(v&22+3F:FEA) &D(出典)童源エネルギー庁「包臓水力田コ

5

中小水力発電のポテンシャル (2)
窟 ″ 虜 栞 r
中醸経済壼彙轟

■ 農業用水や上下水道利用等の場合の開発余地は大きい。
■ ただし、圧倒的に小規模のものが多<、 コス が課題.

水力の農業用水等における出力別分布 (地点数別)

未開発
400      600

l

lrn-s'kw,tr llII m
,

so-roo,w I rg

I

roorwrir-t ! 4s

日未開発

(出典)資ヨエネルギー庁 口断貶ЮttE未利用m発 電包餞水カロ査」より

既開発

■既開発 141)



バイオマスの種類 (賦存量と利用可能量)
窟 ″ 産 業 夕
ψ部経済産業局

■ ノヽイオマスはその存在形態及び用途が多岐にわたる
■ マテリアル利用との競含等に関する配慮や原料の安定供給が課題.

憲薔絆せつ欄

下水汚潟

口書量525万Ct

口存量466万Ct

籠

食昌籠薔枷

■材工綱尋■
材

‐
7                       日存量10034万Ct

鼎

凛儀憲社 エネル手中に利用161万Ct(95%) i

"
林地鵬材

細■
“
91Ctけ" 申 Ⅲ

・
,,『FI 餞〉

茎課8願|こ翼事梅理岨 鴨 け 媚 1497Ctt30

口書量400万Ct

バイオマス活用推進基本針目J(平成22年 12月日薔決定)に記●され‐略燎値を畿 !J崚Jいン換申こした

ノヽイオマスの特徴
麿 ″ 産 業 雀
ψ

…

勅

‖上lH3o― .

3000kwの本質バイオマス

発電所の原価構成の例
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バイオマスは、原料調達の占める割合が大き<、 不安定なものが多いのが特徴。例えば、
事業開始当初1000円 /tであった燃料チップ価格が3000～4D00円 /tに上昇した例も.

原料の収集・運搬という川上工程と、エネルギーとしての利用という川下工程がうまく連
携できないのが悩み。

人件



バイオマス取組例 : 地域一帯となつたプロジェクト 嗜,1発議員吾嘉
■ 銘建工業からの製材端材を核に、地域のバイオマスを有効的に活用した例.

■ NEDOt域実証により、従来の化石燃料によるエネルギー構造から、本質材を燃料中心
のエネルギー構造に移行することで、化石燃料に対する依存度がおよそ80%低減。

<真庭市バイオマスタウン構想>
実施場所 :岡山県真庭市
概要 :本質系廃材、家畜排泄物および食品廃棄物の廃棄物系バイオマスと未利用木材の未利用バイオマ

スを主たる対敏とし、個々のパイオマスの「収集→変換→利用」の仕組みを体系的に整備し、利

用率を高めることにより、廃棄物系バイオマスの日標利用率90%以上を目指している。

′ヽイオマスの利活用推進体制

地熱発電の現状
″″産業 雀
中醸経湊産業轟

日本は、世界第3位の地熱資源■ (2347万 kW)を保有。一方で、現在の設備容

置は約54万 kWに過ぎず、ポテンシャルを鑑みれば、大幅な導入拡大が可能.

他の再生可能エネルギーに比べ、発電量に安定性があり、設備利用率は約70%と
格段に高い。長期固定電源として期待可能。

他方、自然公園内の地熱発電所を6ヶ所に限定する旨の行政による通知の存在や自

然公園法等の規制があり、1999年の八丈島地熱発電所操業開始以降、具体的な新

規開発案件がない状況。政府による土地利用規制の制度改革が必要不可欠.
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窟 ″ 産 業 省
中醸経済産業局

日 本制度は、電力会社に対臥 再生可能エネルギー発電事業者から、政府が定めた調達価格 。調達期間に
よる電気の供給契約の申込みがあつた場合には、応するよう義務づけるもの。

■ 政府による買取価格・期間の決定方法、買取義務の対象となる設備の認定、買取費用に関する賦課金の
徴収・調整、電力会社による契約・接続拒否事由などを、併せて規定。

固定買取価格制度の基本的な仕組み

固定価格で電気を買取り 電気料金と合わせて

鵬課金(サ‐ ‐
ジ)を回収

費用負担調整機関
〈賦課金の回収。分配を行う機関)

口逮輌格等算定委員会の
意見を尊重して買取僣格・
買取期間を設定(毎年魔)

kwh当たりの麟凛金
単価の決定〈毎年

=)

・設備を認定
〈安定的かつ効率的に発電可鮨かど
うか

"t目
が■日.IIt口たさなく

なつた場合には

“

定取用し。)

自宅で発電される方

?

』

電気をご利用
の皆様

買取価格。■■■間について意見
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再生可能エネルギー
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買取価格及び買取期間決定のプロセスについて
僣 ″ 産 業 省
中郎経済産業局

■ 買取価格及び買取期間は、経済産業大臣が毎年度、当該年度の開始前に定める。

日 経済産業大臣は、買取価格及び買取期間を定めようとするときは、調達価格等算定委員会の意見

を願き、その意見を尊重する。

■ なお、経済産業大臣は、買取価格及び買取期間を定めるに当たり、農林水産大臣、国主交通大臣

又は環境大臣に協議するとともに、消費者問題担当大臣の意見を聴く。

4

:参考条文】

第3条第1項

経済産業大臣は、毎年度、当該年度の開始前に、電気事業者が次条第1項の規定により行う再

生可能エネルギー電気の目達につき、経済産業省令で定める再生可能エネルギー発電設備の区

分、設置の形態及び規模ごとに、当該再生可能エネルギー電気の1キ ロワット時当たりの価格

(以下「調達価格」という。)及びその目連価格による調達に係る期間 (以下「調達期間」と

いう。)を定めなければならない。 帷 略)

第3条第5項

経済産業大臣は、調達価格等を定めようとするときは、当腋再生可能エネルギー発電設備に係

る所管に応じて農林水産大臣、日土交通大臣又は環境大臣に協議し、及び消費者政策の観点か

ら消費者問題担当大臣 (中略)の意見を聴くとともに、調連価格等算定委員会の意見を聴かな

ければならなし、 この場合において、経済産業大臣は、調達価格等算定委員会の意見を尊重す

るものとする。



買取区分及び買取期間について
lg″ 店 ″ 夕
ψ部経済産業局

■ 買取価格・買取期間は、再生可能エネルギー発電設備の区分、設置の形態、規模ごとに定める。

■ こうした区分については、経済産業省令で定める。

■ 買取期間は、「電気の供給の開始の時から、発電設備の重要な部分の更新の時までの標準的な期間
」を勘案して定める。

15

【参考条文】

第3条第1項

経済産業大臣は、毎年度、当該年度の開始前に、電気事業者が次条第1項の規定により行う再生

可能エネルギー電気の目速につき、経済産業省令で定める再生可能エネルギー発電設備の区分、
設置の形態及び規模ごとに、当該再生可能エネルギー電気の1キ ロワット時当たりの価格 (以下
「調達価格」という。)及びその調達価格による調達に係る期間 (以下「調達期間Jと いう。)

を定めなければならない。 (後略)

【参考条文】

第3条第3項

調達期間は、当腋再生可能エネルギー発電設備による再生可能エネルギー電気の供給の開始の時
から、その供給の開始後最初に行われる再生可能エネルギー発電設備の重要な部分の更新の時ま
での標準的な期間を勘案して定めるものとする。

買取価格について 藩 ″ 産 業 雀
ψ部経済産業局

(※ )

買取価格は以下の2点を基瞳として算定する。
①効率的に事業が実施された場合に通常要する費用
②lキロワット時当たりの単価を算定するために必要な、1設備当たりの平均的な発電電力量の見込み

(「当該供給に係る再生可能エネルギー電気の見込■」)

その際には以下の3点を勘豊する。
③再生可能エネルギー導入の供給の現状 (「我が国における再生可能エネルギー電気の供給の量の状況」(※))

④適正な利潤
⑤これまでの事例における費用 (「法律の施行前から再生可能エネルギー発電設備を用いて電気を供給する者の

院 議郷忌醗歴野
はヽ以下2点への孤を行う。

⑦賦課金の負担att気の使用者に対して過重なものとならないこと

法律上、再生可能エネルギーの導入目標やむ入見込量に基づいて買取価格を定めることとはされていない。

【参考条文】
第3条第2項

目違価格は、当餃再生可能エネルギー発電餃備による再生可能エネルギー電気の供給を調達期間にわたり安定的に行うことを可籠と
する価格として、当腋供給が効率的に実施される場合に通常要すると認められる費用及び当腋供給に係る再生可籠エネルギー電気の
見込量を基礎とし、我が目における再生可能エネルギー電気の供給の量の状況、 (中略)再生可能エネルギー電気を供給しようとす
る者 (中略)力ζ受けるべき適正な利濶、この法律の施行前から再生可鮨エネルギー発電設備を用いて再生可鮨エネルギー電気を供給
する者の当腋供給に係る費用その他の事情を働案して定めるものとする。

第3条第4項
経済産業大臣は、■違価格年を定めるに当たっては、第16条の臓鰈全の負担が電気の使用者に対して過重なものとならないよう配
慮しなければならない。

附則第7条
経済産業大臣は、集中的に再生可能エネルギー電気の利用の拡大を図るため、この法律の施行の日から起算して3年間を限り、口違
価格を定めるに当たり、特定供給者が受けるべき利潤に特に配慮するものとする。



住宅における買取方式について
膚″虜 栞 ″
中諄経済壼集局

■ 住宅用太陽光発電についての買取は、再生可能エネルギー特措法の国会審議において、余剰買取
を継続するとの方針が確認されている。

【住宅用太陽光発電に係る買取方式に関する国会審議 (例)】

<平成23年 7月 27日 衆議院 。経済産業委員会より>

f写
量驚馨ぎ晟長に言:皐異礎tl′

は、 仲 D全 量買い取りではなく、 仲働 余剰買い取りのままけ るつも

爺お3  讐蠍 躍 諄 寵 軸 購 棚 肥 臨 名
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調達価格 0調達期間について

(*1)住宅用
―

■について
10kW未海の太陽光発電については、一見、10kW以上の価格と同一のように見えるが、家庭用については

kW当たり3.5万円 (平成24年度)の補助金の効果を勘案すると、実質、48円に相当する。

なお、一般消費者には消費税の納税鶴務がないことから、税抜き価格と税込み価格が同じとなつている.

(*2)地熱発電の :RRについて
地表調査、調査丼の掘削など地点開発に一件当たり46億円程度かかること、事業化に結びつく成功率が低いこ

と (7%程度)等に鑑み、 :RRは 13%と他の電源より高い設定を行つている.

(*3)消費税の取扱いについて
消費税については、将来的な消費税の税率変更の可能性も想定し、外税方式とすることとした。ただし、一般消

費者向けが太宗となる太陽光発電の余剰買取の買取区分については、従来どおりとした.

曝鰯鵬嘉
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電源 太目光 風カ 地熟 中小水カ

nt動 1(XW以上 10kWt満
(余■■取)

20M以上

叫満
15万 kW

以上
15万 k
W未満

一̈・
中 趾
1… ”・

費
用

菫 325円 ′kW
…

円AW 305円/kW 1255円
/kW

79DttAW 123E円
/kW

翻 R/鯛 80ED/m 100X/kW

…(1-り)

10干円/kW 47干円/kW 60干円/kW 33千円/kW 48千 円
/kW

05千 R/kW 研 Ⅳ kW 76千 円′kW

lRR 000696

呻ｍ
税m896 税前13% 3m13%(*2) 3em6 税m796

籠
鶴
価卿

税込
(*3) 卿

42円
(*1) ¨ 螂円

卿 製円
―

R 中 ｍ円
税抜

“

円 ″ 円 22円 55円 26円 40円 24円 29円 34円

■違日間 20年 10年 20年 20年 15年 15年 20年



調達価格・調達期間について
窟 ″ 産 業 省
ψ諄継湊趣集局

(※ 1)間伐材や主伐材であって、後述する設備認定において未利用であることが確認できたものに由来するパイオマス
を燃焼させる発電

(※2)未利用木材及びリサイクル木材以外の本材 (製材端材や輸入木材)並びにパーム椰子殻、組わら。もみ般に由来
するパイオマスを燃焼させる発電

(※ 3)一般廃棄物、下水汚泥、食品勲 RDF、 RPF、 黒液等の廃棄物由来のパイオマスを燃焼させる発電
(※4)建設廃材に由来するパイオマスを燃焼させる発電

19

電源 バイオマス

パイオマスの種類 ガス化 (下

水汚泥)

ガス化
(象書糞
尿)

口形燃料脚 Ml
層枷 ※ 1

目形燃料燃焼 (―

鮨

"市

め ※2
口形燃料颯
焼{一般廃彙
勧 ※3

日形燃料颯
焼 (下水汚
泥)※3

目形燃料艤焼
(リ サイクル木

材)※4

費
用

菫 398円 ノkW 41万円′kW 41万RAW 31万R/kW 35万円/kW

…(1年当たり)
184千 円/kW 27千円/kW 27干円/kW 22干 Ⅳ kW 27干 R/kW

IRR 税前1% 税m8B 税創暉% 税割降% 税劇眸%

ntag
lkun肖た

り

遭
分

目
区

【メタン発晉ガス化
′ヽイオマス】

【未利用木材】 (-l$fifif ta
It-rrf+O )

【廃棄物系 休買図
"r(1マλ】

【リサイクル
木材】

税込 わ .95円 nn`輸円
'5"円 中

―
R

税抜 39円 32円 24円 17円 13円

口遺期間 20年

摯鰯競期

Ⅱ

一

-3特
=契

約9鮨結・構綿9蒲本■ついて

拳驚・曇鞭春
みんなで育てる

存生可能エネルギー

20



特定契約の拒否事由 (1)
麿 ″ 産 業 夕
中

“

経済産業局

1.虚偽の申し込みを行つた場合.

2.正常な商慣習又は社会通意に照らして著しく不含理と認められる場合.

イ)法令の規定に違反する内容を特定興約で定めようとする場合.

口)電気事業者に対し、責めに帰すべき事由によることなく賠償を求める

又は当腋電気事業者の義務違反によつて生した損害を超えた賠償を求める,の規定を特定契約で定めようとする場合.

ハ)電気事業者が特定供給者が暴力団等ではないこと及び暴力団等と関係ないことを確約する旨の規定を

特定契約で定めようとする場合に、これに応じない場合。

3.特定供給者が、接続の相手方とは異なる電気事業者と特定契約を結ぼうとする場合であつて、当該

電気事業者が当該特定供給者からの電気を受電するために振替補給費用 (その額の具体的根拠を示

す●面が当該電気事業者から特定供給者に対して提出されている場合に限る。)を当該特定供給者

が負担することにあらかじめ同意しない場合.【追加費用の支払い】

4.複数の電気事業者に対して特定契約の申込みを行おうとする場合に、あらかじめ当事者間で売電量

の按分方法を定めた上で、発電する前日の特定契約電気事業者が指定する時以降は変更することが

できない旨を当該特定供給者が同意しない場合 (特定供給者が、卸電力取引所を活用して売電を行

うことを妨げるものではない。) 【部分買取の取扱】

5。 特定規模電気事業者又は特定電気事業者に対して特定契約の申込みをする場合であつて、当該特定

規模電気事業者又は当該特定電気事業者がその特定契約を締結することによつて、変動範囲内発電

料金等を追力0的に負担する必要が生じることが見込まれる場合 (特定規模電気事業者又は特定電気

事業者が特定供給者に対し、その裏付けとなる根拠を示した●面を提出した場合に限る。)。

【新電力の安定供給】

6.特定契約電気事業者と接続請求電気事業者とが異なる場合にあつては、次のいずれかに該当するこ

と。

イ)特定契約電気事業者が当餞特定契約に基づき再生可籠エネルギー電気の供給を受けることが地理的条件により不可籠であ

ること。
口)κ選供給約款 (電気事業法第二十四条の三第一項の規定により接続

"求
電気事業者が経済産業大臣に届け出た託巻供給約

膚 ″ 産 業 雀
ψ郎経済産業局特定契約の拒否事由 (2)

■法の施行に当たり必要不可欠な協力が得られない場合

1.電気事業者が欄達した再生可能エネルギー電気の量を計量するに際して、特定供給者から必要な協

力が得られないと見込まれる場合.具体的には以下のとおり。

イ)籟
驚議蹴経麗輝霧繕芋霧聯露鵬計聯鮮:篤亀夫雑警″輝獣

給者が認めない場合。

 ヽ  口)電気事業者の指定する日の計量に特定供給者が協力しようとしない場合。

2.特定契約に基づき電気事業者が調達した再生可能エネルギー電気の代金の支払に関して、以下CD3

項に反する規定を定めようとする場合.

イ)支払単位について、1月 単位とすること

口)支払日について、計量日の翌日の属する月の翌月の末日 (その日が休日である場合には、翌営業日)を限

度として、電気事業者が指定する日とすること

ハ)支払方法について、預金口座へ振り込む方法によること

特定契約に関する訴えは、日本の裁判所の管轄に専属すること、当該特定契約に係る準拠法は

日本法とすること、及び当該特定契約に係る契約書の正本は日本語で作成すること。
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接続契約の拒否事由 (1)
″ ″ 産 業 夕
ψ部経済産業局

23

■
　

１
．

特定供給者が接続に必要な費用を負担しない場合

特定供給者が、日定発電設備によって発電した電気を供給するため、当該認定発電設備と電気事業
者の変電所又は送配電線を接続するために必要となる費用であつて、以下に掲げるものを負担しな
い場合.

イ) 当族接続に係る電源線 (■源線に係る費用に関する省令 (平成十六年経済産業省令第百十九号)第一条第二項に規定
する電漱線 (同条第二項第二号から第七号までに掲げるものを除く。)をいう。)の設置又は変更に係る費用

口) 当腋特定供給者の認定発電設備と被接続先電気工作物 (当腋特定供給者が自らの諄定発電崚備と電気的に接続を行い、
又は行おうとしている検織請求電気事業者の事業の用に供する変電用、選電用又は配電用の電気工作働をいう。以下
同じ。)と の間に設置される電圧の■整装置の設置、改造又は取替えに係る費用 (前号に掲げる費用を除く。)

ハ) 当餃特定供給者が供給する再生可由エネルギー電気の量を計量するために必要な電力量計の設置又は取替えに係る費
用

二) 当腋特定供給者の認定発電設備と被触艘光電気工作物との間に餃置される設備であつて、接続請求電気事業者が当餃
日定発電殷備を監視、保護者しくは制御するために必要なもの又は当腋特定供給者が当腋捜競籠求電気事業者と通信
するために必要なものの設置、改造又は取替えに係る費用

ただし、これらの費用を負担しないことを理由に接続を拒むことができるのは、経済産業省令に定
める要件に該当するとしても書面により、電気事業者が接続に必要となる費用の具体的内容及び特
定供給者に負担を求める費用の積算の基礎が含理的なものであること、並びにその費用が必要であ
ることの合理的な根拠を示した場合に限ることとする。

2.

接続契約の拒否事由 (2)

1.電気事業者による電気の供給量が需要量を上回ることが見込まれる場合に、当該電気事業者が以下に
掲げる措置 (以下、「回避措置」という。)を請した上で、1年を365日として、約年8′1-セン
ト以内の割合 (30日以内)に限つて、500kW以上の太陽光発電設備及び風力発電設備を用いる
特定供給者の供給する再生可能エネルギー電気を補償措置なく抑制することができることについて、
当該特定供給者があらかじめ同意しない場合.

① 一般電気事業者が保有する発電設備 (太陽光、風力、原子力、
水力発電設備の場水運転

② 卸電力取引所を活用する等、需要量を上回ると見込まれる供給電力を発電するための措置

なお、当該電気事業者は、上記措置を請じたこと及びこれらの回避措置を調したとしてもなお電気の
供給量が需要量を上回ることが見込まれると判断した合理的理由並びにその指示が含理的なもので
あつたことを、出力抑制後遅滞なく当該特定供給者に書面で通知することにあらかじめ同意しなけれ
ばならない。

(注)ドイツの場合と異なり、年 8パーセント以内の割合との上限に関する定めを設ける。

2.以下の場合において、電気事業者が補償措置な <出力抑制できることに特定供給者があらか じめ同意
しない場合 (ただし、当該電気事業者が当該特定供給者に対し書面で説明することを条件とする).

① 天災事変により、被接続光電気工作助の故障又は故障を防止するための装置の作動により停止した場合
② 人若しくは物が被離艘光電気工作物に接触した場合等人の生命及び身体を保護する必要がある場合において、当腋接続‖求電気

事業者が被接続先電気工作物に対する電気の供給を停止した場合
③ 被接続光電気工作物の定期的な点検を行うため、異常を探知した場合における臨時の点検を行うため又はそれらの結果に基づき

必要となる被校競先電気工作物の修理を行うため必要最小限度の範囲で当麒散餞鯖求電気事業者が被接続先電気工作物に対する
電気の供給を停止又は抑制する場合

④ 当餞特定供給者以外の者が用いる電気工作場と被模競先電気工作物とを電気的に接続する工事を行うため必要最小限度の範囲で
当腋離競籠求電気事業者が被接続先電気工作物に対する電気の供給を停止又は抑制する場合

attSh麟
臨 艦 騒 雰暑羞落翌響唇:EE壇 楽揮覆雙 亨曇 膳 蹴 晰

薔繁翁電象強名客ぽ 含糖 筆冤まド「
生じ、かつ、当該事態が当該電気事業者の責めに帰すべき軸 によらなに

″ ″ 産 業 夕
ψ部経済産業局

揚水式以外の水力、地熱を除く。)の出力抑制及び嬌水式



窟 ″ 産 業 夕
ψ疇経済窪集局

■ その他の特定供給者が以下の事項を契約の内容とすることに同意 しない場合

1.特定供給者が認定発電設備の所在地、受電地点並びに定格出力その他接続の請求に関し不可欠な情報を提供すること

2.電気亭業者の贈員が、保安上lbEな場合に、日定発電設備や特定供給者が管理する変電所書し<は開聞所が所在する
敷地又は認定発電設備や特定供給者が管理する変電所苦しくは関閉所に立ち入ること.

3.出力抑制に応じるために必要となる通信設備の設置、対応要員の配置などの体制の整備を行うこと.

4.特定供46者が曇力回等ではないこと及び曇力団等とBtFしないこと。

5.当骸特定契約に関する瞬えは、日本の裁判所の管轄に喜口すること、当骸接続に係る契約に係る準拠法は日本法とす
ること、及び当骸接続に係る契約に係る契約日の正本は日本語で作成すること.

■ 電気事業者が機構の実現に向けた措置を講じた上でなお接続が困難な場合

1。 当―
により接続踊望地点における送電可能な量を超えることが8理的に見込まれる燿含であつて、

電気事業者が以下のいずれかの対応を行つた場合.

① 当― m求を受けた電気事業者が当餞特定供給者に対し、その裏付けとなる合理的な根拠を示す書面を示した場合

② 当餞接続静求を受けた電気事業者が、特定供給奢による接続の薔求に応じることが可籠な
―

電気工作働の検腱饉所のう

ち、当腋特定供給者にとって経済的にみて合理的な検崚薔所を提示し、当峡接続饉所が経済的にみて合理的なものであることの

裏付けとなる合理的な根拠を示す●● (当腋接続饉所の提示が著しく困難な場合においてはその旨、及びその裏付けとなる

合理的な根拠を示す書面)を示した場合

接続の請求やその内容が明らかに不正又は不当である場合

1.接続の請求に関し、虚偽の請求を行つた場合.

2 接続の請求が正常な高慣習又は社会通意に照らして著し<不含理と田められる場合。

■

書 ″ 産 業 雀
中障経済産業局
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電源共通に設ける基準

癖‐+~轟
~奉 ~警

1.調達期間中、導入設備が所期に期待される性能を安定的に維持できるようなメンテナンス体制が確

保されていること (メ ンテナンス体制を示す書類 (※)を添付すること)。
※ 当腋設備のメンテナンスをメーカーや外部に行わせる場合には、当核メーカーや外部に国内メンテナンス体制が

常時確保されていること及び問題が生じてから3ヶ 月以内に修理作業を開始できること、それぞれを証明する書
面をいう。また、発電事業者自らがメンテナンスを行おうとする場合には、発電事業者が上記と同様の対応が可
能であることを説明したメンテナンスを行う国内社内体制 (技術者の配置状況)を証明する書面をいう。

2.電気事業者に供給された再生可能エネルギー電気の量を計量法に基づく特定計量器を用い適正に計量

することが可能な構造となつていること (配線図及び構造図を添付すること)。

3。 発電設備の内容が具体的に特定されていること (製品の製造事業者及び型式番号等当該認定設備の内
容を特定することのできる記号・番号を証する書類、又は、設備の設計仕様図若しくはそれに準じる
書類を添付すること)。

4.次年度以降の調達価格の算定に当たり、各再生可能エネルギーのコスト構造を把握するため、当該設
備の設置にかかった費用 (設備費用、土地代、系統への接続費用、メンテナンス費用等)の内訳及び
当該設備の運転にかかる毎年度の費用の内訳を記録臥 かつ、それを毎年度 1回提出すること。ただ
し、住宅用太陽光補助金を受給している場合は不要。

5。 既存の再生可能エネルギー発電設備の発電機その他の重要な部分の変更により当該設備を用いて得ら
れる再生可能エネルギー電気の供給量を増加させる場合にあつては、当該変更により再生可能エネル
ギー電気の供給量が増力0することが確実に見込まれ、かつ、当該増加する部分の供給量を的確に計測
できる構造であること

″ ″ 産 業 夕
ψ部経済産業局

27

電源毎に設ける基準  (太陽光)

シリコン薄膜系
化合物系

書 ″ 産 業 省
ψ醸経済産業局

1.【 10kW未満、10kW以上共通】
太陽光パネルのモジュール化後のセルの変換効率が、以下のパネルの種類に応じて、それぞれ定
める変換効率以上のものであることについて確認できるものであること。。 (破壊することなく
折り曲げることができるもの及びレンズ又は反射鏡を用いるものを除く。)

シリコン単結晶系  13.5%以 上
シリコン多結晶系  13. 5%以 上

7.0%以上
8.0%以上

2. 【1 0kW未満】

①10kW未満の太陽光発電設備については、これまでも国による補助金の受給要件として活用
されてきた実績を踏まえ、JIS基準 (JISC8990、 JN8991、 JN8992-1、
J13992-2)又はJS基準に準した認証 (JET(一般財団法人電気安全環境研究所)によ
る認証を受けたもの、又はJEI相当の海外の認証機関の認証)を得ていること。

②10kW未満の太陽光発電設備については、余剰配線 (発電された電気を同一需要場所の電
力消費に充て、残つた電気を電気事業者に供給する配線構造)となつていること。

③ダブル発電 (当該太陽光発電設備の設置場所を含む―の需要場所に自家発電設備等とともに
設置される場合)の場合は、逆潮防止装置があること。

【屋根貸し】
‐事業者が複数に、それぞれ10kW未満の太陽光発電設備を設置する場合で、その発電出力の合
計が10kW以上となる場合にあっては、(1)全量配線 (発電された電気を住宅内の電力消費に充
てず、直接電気事業者に供給する配線構造)となつていること。(21設置場所が住宅の場合は設

3.
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拳  
風力発電

・ 住宅用への導入も想定される2 0kW未満の小型風力については、J:S基準 (JIS31 4α}2)又は
JISE準に準した認証 (tlSW「A(日本小形風力発電協会)が策定した規格の日証又はJSTWA3証
相当の海外の認証機関の認証)を得ていること。

4卜 
水力発電

・ 設備の出力 (複数の発電機により発電設備が構成されているときは当該発電機の出力の合計)が3
万kWA満であること (証明のための書類として、電気事業法に基づく電気工作物の工事届出を添付

すること)。

・ 揚水式発電ではないこと。

“`

曇  
地熟発電

・ 特段、個別の要件は設けない。

29

電源毎に設ける基準 (風力、水力、地熱)
F″ 産 業 夕
ψ離経済産業局

2.

3.

ノヽイオマス発電

1.使用するパイオマス発電のパイオマス比率を正確に算定できる管理体制を整備するとともに、燃料

の使用量、発熱量等の算定根拠を帳簿にEE載しつつ発電し、毎月 1回当該バイオマス比率を算定で

きる体制を整えること。

使用するパイオマス燃料について、その利用により、当該バイオマス燃料を活用している既存産業

等への著しい影響がないものであること。

既存産業への影響を判断するため、また、適用する調達区分を判断するため (※)、 使用するパイ

オマス燃料について、その出所を示す書類を添付すること (異なる複数の調達区分が存在する本質

バイオマス (リ サイクル木材を除く)を燃焼する発電については、グリーン購入法に基づく「間伐

材チップの確認のガイドライン」に準したガイドラインに基づいた証明書を当該出所を示す書類と

して添付すること。)。

※なお、パイオマス発電については、その燃料種により適用される調達価格が異なることか

ら、添付書類により、当該バイオマス燃料がどの調達区分のものであるかを判断できない

場合には、調達価格が最も低いリサイクル木材の価格を適用することとする。

本質′ヽイオマスによる発電を行われる際の、バイオマスの証明のガイドラインについては、林野庁

HPをご参照ください。
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電源毎に設ける基準 (′ イヽオマス)
書 ″ 産 業 省
申椰経済産拿局



調達価格等の適用時期
F″ 産 業 省
中け 膚層

■適用される調達価格等については、事業計画の円滑な遂行上、極力早期に確定させたいと
の要請がある一方、有利な調達価格等をとりあえず確保するため、事業計画策定途上で調
達価格等だけ確定させようとする不正事案が生じることも懸念される。

■ このため、続契約の申込みの書面を電気事業者が受領した時又は国の設備認定時のいずれ
か遅い時点を基準時として、当該年度の調達価格・調達期間を適用することとする。ただ
し、調達期間の起算時期は、特定供給契約に基づき、電力会社に電気の供給を開始した時
点からとなる。

1万kW以上のユカ
中小水力、地機、

バイオマスく木質専焼)

接繊契約申込書面受領時or設備認定時
いずれか違い方の価格・期EEH

調達期間の
起算の開始
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」
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その他事項
F″ 産 業 省
ψ郎経済産業局

その他、

■ 価格区分の異なる複数の認定設備を併用する場合の取扱い

複数の種類の再生可能エネルギーの設備を併設する場合は、それぞれの設備からの電気の供給量が個
別に計測できる設備となつており、それが配線図等により確認できる場合は、それぞれについて個別に
設備認定を行い、適切な調達価格を適用する。
合計量しか計測できない場合は、適用する調達価格が低い方の設備に適用される価格を採用する。

■ 新規及び重要な部分の追加・変更が生じる場合

いつたん認定を受けた設備に変更が生じる場合、再度認定を受けなければならない。 (55頁参照)

増設・リパワリングによる電気の供給量が明確に計測でき、それが配線図等により確認できる場合、
その出力の増力0分について、買取対象とすることができる。

設備認定申請書、必要な添付書類等の提出先は地方経済産業局とする (※)。
※件数が多く見込まれる住宅用太陽光発電については、設備認定支援システムを構築し 手続を簡素化

(別途マニュアル参照)

申請む様式は別途。



設備目定後に必要な届出等(1)
窟 ″ 麿 ″ 夕
ψ部経済産業局

設備認定を受けた方 (10kW未満の太陽光発電設備を除く)は、次の届出等が必要。

∩譜置費用 (初鐘障ヽおよ薔覆蘇薔日・棄■■ (2年日以降)の報告

<再生可能エネルギー発電設備設置・運転費用年報 【様式7】 >
法第6条の規定により発電設備の認定を受けた者は、再生可能エネルギー発電設備の設置費

用及び運転費用に関するデータを年 1回、様式7により報告のこと。
<1回目>
発電設備の供給開始時に資本費に係る費用について報告。原則、供給開始日からlヶ月以内に

報告のこと。
<2回目>
1回日の報告の 1年後に運転維持費に係る費用について報告 (資本費は不要)。 以後、毎年、

運転維持費に係る費用について報告のこと。
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設備認定後に必要な届出等②

①はつとく!再生可能エネルギーWebサイト(資源エネルギー庁)より、該当する申睛様式と連絡票をダウン

ロード.

htD:/r―Vnenecho.metioEo.:DrSaleneAaltori′ nintei setsub:.htm!

Om出資料
『A.対彙様式J+『B.連絡票Jのセットで提出のこと。

膚 ″ 店 ■ 夕
ψ郎経済産業局

∩炭鱚た出力めな百・価田燃恩の書百等の倍螺に書軍が年 1ちる場合 (菫前ヨ宇ヽ

<再生可能エネルギー発電設備変更認定申請書 【様式 3】 >
。発電設備の出力が20%以上増減する場合 (ただし増減の幅が 1 0kW以上のもの)

。構造図・配線図等設備内容に変更が生した場合
・バイオマス発電の使用燃料の変更が生した場合 等
※申請から認定まで 1か月程度必要.

<再生可能エネルギー発電設備軽微変更届出薔 【様式5】 >
・設備名称、所在地、発電事業者名、代表者名、届出者の住所が変更になつた場合

・発電設備の出力が20%未満もしくは増減の幅が10kW未満の変更の場合

※届出内容の証明が必要な方は2部提出 (受領印押印の上1部返送致します)。

∩置 ■譜 僣 丼臨 1卜 :′F― 倶合 r菫終 日中ヽ

<再生可能エネルギー発電設備廃止届出書 【様式6】 >
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再生可能エネルギーの普及・拡大のための税制措置 書 ″ 産 業 省
中部経済産業局

36

リーン投資減税

1,現行制度 情得税・法A3111殷年度:平成23年産】
再生可能エネルギー設備等を取得 した場合の 30%

特別償却又は法人税額 (所得税額)の フ%税額控除
(中小企業のみ )

2=里
寄詭玉環労軍1電∬盤r棚)を取

露よ廊1↑唇留Лβ黒響』電L(fftt「
ら初年度即

【再生可能エネルギー設備】

【バイオマス発電設備】

1,現行制度 【固定責慮税 劇設年度:平成21年度】
政府補助 (民間事業者向けの「新エネルギー等事業者支

援対策事業」)を受けて取得 された太鵬光発電設備につい
て、固定資産税の課税標準額を最初の 3年間 2/3に軽

2.制度改正調整の概要  (適用期間 :2年間)

再生可能エネルギー発電設備 (太隅光、風力、バイオマ
ス、地熱、水力)を取得した場合に、固定資産税を3年間
2/3に軽減.

0再生可能エネルギーの導入促進を図るため、日税 (法人税、所得税)及び地方税 (固定資産税)の両面か
ら設備の導入及び保有時における設置者の経済的負担を軽減する。
※再生可能エネルギー特別措置法の附帯決臓においても、「再生可能エネルギー発電設備の早期の導入促進を回るため、税‖上の

構量等を連やかに検討することJが明日.
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みんなで育てる
再生可能エネルギー

■ 本年7月 1日 より施行される再エネ特措法による、初年度の負担水準は以下のとおり。

標準家庭の場合(月 額)

7月 1日から開始される再

生可能エネルギーの固定価

格買取制度による分

(既存設備買取分を含む)
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現行の太働光発電の(D
余劇電力買取制度による分

釧
"(円

rkWh)
※全目平均饉

0現行の余
鶏蹴騨踊留躍認協調寝彙        二軍

=翼

::『:Fこのたあ、新爛度の導入初年度となる平成24年度については、現行自
現行‖度は、費用負担調整の仕組みを取り入れていないため、地増によつては課金饉が頃なる。                   38

平成24年度における鵬課金の負担水準 摯霧醗閉



鵬課金負担の試算に用いた導入見込み量
磨 ″ 虜 栞 夕
ψ椰経済産業局

■ 固定価格買取制度について、現在提示している、調達価格・調達期間 (案)を実行した場
合、経済産業省で把握している開発予定案件、及びこれまでの導入トレンドから推計する
と、約250万kWの再生可能エネルギーの導入拡大が見込まれる。

く今年度の再生可能珠 ルギーの4A■E込み>
20111瓢菫時点:こ

おける導入量
(出カベース)

2012年 度の

導入見込み
(出カペース)

買駆対凛の

電力量

六日光 (住宅 ) 詢 400万 kW +約 150万 kW
(2011年の― A量 11

0万 kWの 4H〕

約 3 201kWh
(■行ω余‖口取鋼自で

の買取量を含む)

六日光 (界住宅 ) 約 80万 kW 十約 50万 kW
〈織 ●OLEmよ り)

約 6 akWh

風 カ 約 250万 kW +約 38万 kW
〈亡返の年E3入量から0■

■)

約 7僣なヽぬ

甲 J｀不 刀

(1000kWH卜 )

約 935万 kW
+約 2万 kW

(事轟局の機■情籠より)

約 l mkWh

中4｀水
"(1000kWA満 )

約 20万 kW +約 1万 kW
(菫近の年目導入量から6“

■)

約 0. 61kWh

バイオマス 約 210万 kW +約 9万 kW
(H10年目導入■から6■

増)

約 5 1kWh

増熱 約 50万 kW +0万 kW 約 0偏L恥
計 約 1,946万 kW 十約 250万 kW 約 50 mWh

(出■)・■年壼導入量については、六日光発電は″EAL書協針、■力発電帥 Pntl。その他電
=は

Rplギ→ 等より。・2012年魔見込湘 こついては、各種曽日
=よ

り資■エネルギ=庁籠計 39

鵬課金の特例措置の対象基準

■ 事業の原単位に関する基準

麿 ″ 産 業 省
ψ部経済産業局

製造業/非製造業の平均原単位
(売上高 (千円)当たりの
電気使用量(kWh))

特例の対象となる原単位水準

製造業に属する事業

|

1:I_雪

5.6

製造業以外の業種
に属する事業 Q4弓 5.6

■ 事業所の電気使用量に関する基準

賦課金の特例を受けることができる事業所の、当該事業に係る年間の電気使用目を、 (製
造業・非製造業の別を問わず)100万 kWhとする (政令で規定)。

■ 賦課金の減免割合

法の規定の範囲内で公平な負担を求める観点から、一律8割の減免とする (政令で規定)。

“



鵬課金の特例措置に係る日定手続きの構造
麿 ″ 産 撃 雀
中日経済産業轟

■ 減免措置の対象となるには、次の二段階の認定を受けることが必要である.

>対彙事業の日定 :

① 対彙事業の原単位が5.6を超えること
>対彙事業所の目定 :

② 事業所ごとの対彙事業の電気使用量が100万kWhを超えること
③ 対象事業の電気使用量が事業所全体の電気使用量の過半を超えること

について認定を受ける。

判断基準
(電気の使用量)

A or C>1∞ 万 kWh

C>Ψ

銑
>駐 6

判断善摯
(事業の原単位)

鵬課金の特例措置の日定フロー 例示
鷹 ″ 産 撃 ″
中醸経済産業局

(1フ1)
l.下

要 麗 璽 嚢 ヨ

【賦課金減免の手続きの流れ】

------
減免増量の

n
(工彙用●E●遺菊

l◎ li

彙CのLa用 量1111111‖二11111「 |

口 電気使用量が、薔準饉《=100m
Wh)を超えるか?

口 当摯事彙所における電気の使用量の
半分以上を占めるか?

当麟事彙所の麟凛全の80%を誠免.

事業所②に課される賦課金の80%を減免。
ただし、原単位の算定に係る諸元情報等は公表。



特例措置の申請について
麿 ″ 産 業 r
ψ離経済産業局

43

■ 賦課金の特例は年度ごとに申請が必要。

■ 平成25年度分の賦課金の特例措置の申請については、11月 1日から11月 30日まで受付_

■ また、認定申請自体は、事業『者』単位で行われることとなつており、本社の所在する地域を管
轄する経済産業局に必要書類を提出していただ<.

働
麟

申請する東劇こある会社が、認定基準を満たす2つの事業所佃 東以州こ所aについて賦課金の減免」

0本 社 :東京
O工 場A:北海道(電炉業事業工場、認定の基準を満たす)

0工場B:藤本 (鋳造業専業工場、認定の基準を満たす)

上記の場合、東京に所在する本社より、2事業所分の認定について関東経済産業局あてに申晴していただくこととなる。

麿 ″ 産 業 省
ψ部経済産業局
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欧州における再生可能エネルギーの導入拡大状況 参留競嘉

■ スペイン、ドイツ等再生可能エネルギー先進国では、太陽光発電より風力発電を中心に導

入を進めてきており、各国がEUに対して登録している導入見通しによれば、今後もその

傾向は続<見通し。

■ 我が日の場合も、将来的に再生可能エネルギーの導入割合を増加させるためには、目的効

果の見込める風力発電についても、バランスを取りつつ、進める必要。

ドイツ及びスペインにおける固定価格買取制度の負担額の推移
鷹 ″ 産 業 雀
ψ障経済産業局

■ 欧州の賦課金額は、近年急速に拡大 (20‖年時点でドイツは14.7ド ル/月 )

■ これに比して、我が国の賦課金額 (2012年時点で1.09ド ル /月)は、 ドイツの2000年
頃の水準.
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日本(20t2) ドイツ(2ml) スベイン(a∞0)

一般家庭の電気料金 87ド′り月 97ド′り月 64ドルノ月

一̈
1.09ドЛ″月 14.7ドルノ月

5,7ドルノ月

〒
'サ

ーチャージ単価 0.36セン
「 rkWh 4.9セン「 rkWh 19セント′kWh

“



お問い合わせ先 参
窟 ″ 産 業 省
ψ籠経済産業局
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◆当該資料に関するお問い合わせ
中部経済産業局 エネルギー対策課
電寵:052-951-2775

◆制度に関する最新の情報
※以下のホームページをご覧ぐ奎工ヽ

URL:http://www.enecho.meぜ ,go」 |

資源エネルギー庁 再生可能エネルギー推進室
電話03-3501-1511 内線4455～ 4458までお願いします。




